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■

身

 ◆障害相談第一係・第二係（電話：5662－0052・5662－0053 ／ FAX：3656－5874）
◆各健康サポートセンター　　15・16 ページ参照

内　容

対　象

医療的ケア児とは

　障害者手帳の有無にかかわらず、医師の診断などにより児童福祉法によるサービスや障害
福祉サービス等の対象になります。

　医療的ケア児とその家族に対して保健、医療、福祉、子育て、教育などのサービスを紹介
するとともに、関係機関と医療的ケア児およびその家族をつなぐ役割を担っています。

　江戸川区にお住まいの医療的ケアが必要な方とそのご家族および支援者

　「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年 9月 18日施行）」におい
て、「医療的ケア児」とは、「日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けるこ
とが不可欠である児童（18歳未満の者及び18歳以上の者であって高等学校等に在籍するもの）」
と定義されています。

身

 ◆江戸川区立希望の家（電話：3680－1531 ／ FAX：5605－3271）

医療的ケア児の方
医療的ケア児に関する相談窓口（区内）

医療的ケア児コーディネーター

内　容

　区と委託契約した病院が、医療的ケアを必要とするお子さんをお預かりし、
お子さんの健康の保持や、その介護を行う家族等の負担軽減をするための事業です。
（注）受け入れ病院は東京都内の病院になります。

身

 ◆権利擁護係（電話：５６６２－１９９３／ FAX：３６５６－５８７４）

医療的ケア児養育者支援事業

医療的ケア児のサービス

区では、えどがわ医療的ケア児ガイドを作成しています。二次元コードをご参照ください。

■

◆身体障害の方　◆難病の方　◆知的障害の方　◆精神障害の方
　障害相談第一係・第二係（電話：５６６２－００５２・５６６２－００５３

／ FAX：３６５６－５８７４）

内　容

申請から支給までの流れ（１８歳未満の障害児）

障害児（18歳未満）の施設入所は江戸川区児童相談所（電話５６７８－１８１０）に
ご相談ください。

介護保険制度の対象となる６５歳以上の方および特定疾病（１６疾病）により介護が必要に
なった４０歳～６４歳の方については、原則として介護保険サービスの利用が優先されます。
障害福祉固有のサービスは利用できる場合もあります。

労働者災害補償保険法（労災）の対象となる方は労働者災害補償保険法サービスが優先に
なります。障害福祉固有のサービスは利用できる場合もあります。

障害手帳なし

利用するサービスに
よって訪問調
査や面談がある

判定後、保護者へ連絡

療育意見書または
診断書等の提出

本人状況聴き取り
（通院状況・通所先など）保護者から障害相談係へ相談

支給決定および受給者証発行後、サービス利用開始

セルフプラン

相談支援事業所に繋ぐかセルフプランか意向確認

要否判定

障害福祉サービス等について
問い合わせ先

　障害のある方が安心して暮らし続けることができるように、障害の種類や状況など勘案す
べき事項を踏まえて個別的に支給決定を行います。サービスの利用には申請が必要です。申
請後、障害支援区分認定調査を行い、認定された障害支援区分（必要とされる支援の度合い
が低い「区分１」～高い「区分６」）に応じてヘルパーによる支援などのサービスが利用で
きます。詳しくは各相談窓口にお問い合わせください。利用できるサービスについては、
８～１１ページをご覧ください。

障害手帳あり

相談支援事業所
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区内の相談支援事業所は、区ホームページでご確認ください。

サービス等利用計画・障害児支援利用計画・モニタリング　

　「サービス等利用計画・障害児支援利用計画」は、障害者（児）が置かれている環境、生活実態
などを踏まえ、利用するサービス等をご本人などと一緒に考えながら、相談支援専門員が作成す
るものです。
　サービスの利用開始後、サービス等利用計画・障害児支援利用計画が適切かどうか定期的に
モニタリングを行い検証し、必要に応じて計画の変更などを行います。

利用者負担はありません。

「特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者」に依頼せずに、ご本人などがセルフプラン
を作成することも可能です。

申請から支給までの流れ（１８歳以上の障害者）

障害相談係への相談

認定調査

区分認定不要区分認定必要

サービス利用計画の作成（相談支援事業所で作成またはセルフプラン）

支給決定

サービス利用開始 

利用希望のサービスの確認や
身体状況、生活状況の聴き取り

認定調査の日程調整

障害認定審査会での判定などが必要２か月 ２週間

サービスの支給についての審査を行う

受給者証の交付

サービス提供事業者と契約をし
障害福祉サービスの利用開始
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区内の相談支援事業所は、区ホームページでご確認ください。

サービス等利用計画・障害児支援利用計画・モニタリング　

　「サービス等利用計画・障害児支援利用計画」は、障害者（児）が置かれている環境、生活実態
などを踏まえ、利用するサービス等をご本人などと一緒に考えながら、相談支援専門員が作成す
るものです。
　サービスの利用開始後、サービス等利用計画・障害児支援利用計画が適切かどうか定期的に
モニタリングを行い検証し、必要に応じて計画の変更などを行います。

利用者負担はありません。

「特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者」に依頼せずに、ご本人などがセルフプラン
を作成することも可能です。

申請から支給までの流れ（１８歳以上の障害者）

障害相談係への相談

認定調査

区分認定不要区分認定必要

サービス利用計画の作成（相談支援事業所で作成またはセルフプラン）

支給決定

サービス利用開始 

利用希望のサービスの確認や
身体状況、生活状況の聴き取り

認定調査の日程調整

障害認定審査会での判定などが必要２か月 ２週間

サービスの支給についての審査を行う

受給者証の交付

サービス提供事業者と契約をし
障害福祉サービスの利用開始

対　象世帯区分 負担上限額（月額）

２０歳以上の入所施設・グループホーム利用者は、住民税課税世帯の場合「一般２」として
取扱い、月額負担上限額は３７，２００円となります。

施設などを利用した場合の食費や光熱水費は、原則として実費負担になります。

世帯の範囲種　別

　サービスを利用したときの利用者負担は、負担能力に応じた負担（応能負担）となっています。
　利用者の世帯における所得に応じて負担上限月額（前年の所得に応じて１年ごとに改定）が設定
され、上限月額に至るまでは費用の１割を負担していただきます。

生活保護 生活保護受給世帯の方 ０円

低所得

一般１

一般２

住民税非課税世帯の方

住民税課税世帯の方
（区民税所得割２８万円未満）

住民税課税世帯の方
（区民税所得割１６万円未満）

住民税課税世帯で
上記「一般１」に該当しない方

０円

４，６００円

９，３００円

３７，２００円

１８歳未満

１８歳以上

所得を判断する際の世帯の範囲は、以下のとおりです。

　同一世帯の方が同一の月に受けたサービスに係る負担額の合算額が、基準額を超えてい
る場合は、高額障害福祉サービス等給付費が支給されます（償還払い）。

18歳以上の障害者（施設に入所する18歳、19歳を除く）

障害児（施設に入所する18歳、19歳を含む）

障害のある方とその配偶者

保護者の属する世帯員全員

利用者負担　

高額障害福祉サービス等給付費の支給　

児童通所支援（障害児通所支援）に係る利用者負担額の多子軽減措置について

就学前の児童通所支援（障害児通所支援）を利用している児童、または幼稚園などに通う児童
が同じ世帯に２人以上いる場合、あるいは年収360万円未満（区民税所得割合計額が77,101円
未満）の世帯で保護者と生計を同じくする兄姉（年齢問わず）がいる場合は、申請により２人目以降
の未就学児の児童通所支援の利用者負担額が軽減されます。原則満３歳になった
後の４月１日から小学校入学までの３年間、障害児通所支援などの利用者負担額が
無償化されます。
東京都では令和５年10月より０～２歳の第２子以降の利用者負担額が無償化とな

りました。無償化を受けるには事前に都への申請手続が必要となります。
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